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質疑のキーワード

１．一体、呉越同舟

２．合意、朝令暮改

３．政治、危急存亡

平成24年7月12日 予算委員会｜茂木敏充（自民党）パネル1縮小

（図１）

予算委員会パネル解説（７月１２日 衆議院予算委員会） 

 

 

１．社会保障・税一体改革法案の採決について 

 

２．三党合意について 

（１）新年金制度、高齢者医療制度 

（２）マニフェストの進捗状況 

（３）マニフェスト財源の構造的欠陥 

 

３．景気対策・成長戦略について 

（１）GDP の落ち込みと消費税引上げの影響 

（２）日本の国際競争力、技術力低下への対策 

（３）日本の再出発に向けた制度改革 

   （国家安全保障基本法、日本経済再生・競争力強化基本法等） 

 

４．解散・総選挙について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図１】は、この日の質疑のキーワードをまとめたものです。四字熟

語の方はあまり良いニュアンスの言葉ではありませんが、今の国政で

現実に起きていることです。 

ちなみに、「朝令暮改」は鳩山元総理が在任中に「朝三暮四」と間違え

た言葉です。 
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（図２） 民主党議員の反対パターンとその後の行動
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平成24年7月12日 予算委員会｜茂木敏充（自民党）パネル2縮小
出典：衆議院資料より茂木敏充事務所分析
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平成24年7月12日 予算委員会｜茂木敏充（自民党）パネル3縮小
出典：「三党確認書」(H24年6月21日)

（図３）

※ アンダーラインは茂木敏充事務所が記入。

１．社会保障・税一体改革法案の採決について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図２】は、社会保障・税一体改革法案の採決について、民主党議員

の反対パターンとその後の行動をまとめたものです。 

一体改革なので全て賛成か全て反対とするべきところ、鳩山元総理ら

は○○×と支離滅裂な投票でした。 

民主党内には今でも公然と消費増税反対を訴える議員がおり、まさに

「呉越同舟」状態です。 

なお、野田総理は答弁で「消費税引上げを次期総選挙のマニフェスト

に明記する。賛成できないなら公認の基準から外れる」と、一体改革

に反対する議員を公認しないことを明言しました。 

 

２．三党合意について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図３】は、６月２１日に自民・民主・公明三党の幹事長がサインし

た確認書です。私も政調会長として会談に同席しましたが、確認書で

はアンダーラインのように「三党実務者間会合合意文書を誠実に実行

する」としています。ところが（図４－１、図４－２に続く） 
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（図4-1） 「政権交代の成果と課題」

平成24年7月12日 予算委員会｜茂木敏充（自民党）パネル4-1縮小
出典：民主党「政権交代の成果と課題」（P19）

（図4-2）民主党説明資料と社会保障制度改革推進法案

民主党説明資料

社会保障制度改革推進法案

平成24年7月12日 予算委員会｜茂木敏充（自民党）パネル4-2縮小
出典：民主党「政権交代の成果と課題」、「三党実務者確認書」（6月15日）、

「社会保障制度改革推進法案」より茂木敏充事務所分析

新年金制度

・H25年の国会に法案提出

・現在、党内で新制度について議論中

後期高齢者医療制度の廃止

・H24年通常国会に法案提出

・現在、政府与党一体で制度設計の検討、

関係者との調整を推進

① 社会保障制度改革を行うために必要な事項を

審議するため「社会保障制度改革国民会議」

を設置する。

② 制度改革に必要な法制上の措置は国民会議の

審議の結果（1年以内）を踏まえて実施する。

１．今後の公的年金制度、今後の高齢者医療制

度にかかる改革については、あらかじめその内

容等について三党間で合意に向けて協議する。

実務者確認書（6月15日）

 

（１）新年金制度、高齢者医療制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図４－１】は、一体改革法案の採決直後の６月２８日、民主党が党

所属の国会議員に配信した「政権交代の成果と課題」と題する資料で

す。この資料では、新年金制度について、平成２５年度国会に法案提

出、後期高齢者医療制度の廃止については平成２４年通常国会に法案

を提出すると記されています。これは明らかに三党合意に反するもの

です（【図４－２】参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図４－２】は、民主党の説明資料と三党合意の内容を対比させたも

のです。三党合意では将来の年金制度や後期高齢者医療制度は、民主

党が勝手に法案を出すのではなく、あらかじめ三党間で合意に向けて

協議することになっています。さらに「社会保障制度改革推進法」で

設置を決めた「国民会議」の審議を経て、必要な法制上の措置を実施

するとしています。 

このように、民主党の資料は三党合意の内容とは逆行する、まさに「朝

令暮改」です。 
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「政権交代の成果と課題」

平成24年7月12日 予算委員会｜茂木敏充（自民党）パネル5縮小
出典：民主党「政権交代の成果と課題」（P22）

（図５）

 

（２）マニフェストの進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図５】も民主党「政権交代の成果と課題」の一部です。「取り組み中

の政策」の中に、何と今年から本体工事着工した「八ツ場ダムの中止」、

三党合意で平成２４年度予算には計上しないことになった「高速道路

の無料化」、さらに、政権交代１年目の年末の予算編成で当時の小沢幹

事長の鶴の一声で撤回（最初のマニフェスト破り）された「暫定税率

の廃止」が入っています。 

こんな子供にもバレるようなウソは良くないと思います。 
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平成24年7月12日 予算委員会｜茂木敏充（自民党）パネル6-1縮小
出典：民主党「政権交代の成果と課題」（P31）

「政権交代の成果と課題」
― マニフェストの財源確保 ―

（図6-1）

※ アンダーラインは茂木敏充事務所が記入。

（図６-２） 民主党マニフェストの財源確保状況
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平成24年7月12日 予算委員会｜茂木敏充（自民党）パネル6-2縮小
出典：民主党「政権交代の成果と課題」、民主党マニフェスト2009より茂木敏充事務所分析
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 【図６－１】も「政権交代の成果と課題」から。マニフェスト必要財

源の７割達成とあり、６．９兆円の財源を捻出してマニフェスト関連

と基礎年金の国庫負担財源、社会保障費の自然増分に充てたとされて

います。しかし、この財源の中には１年限りの埋蔵金の活用があたか

も恒久財源のように入っています。もしマニフェスト施策のために恒

久的な財源をこれだけ確保できたのであれば、消費税率を５％も引上

げる必要はないはずです。（図６－２に続く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図６－２】は民主党マニフェストの財源上の構造的欠陥を明らかに

したものです。「埋蔵金の活用」という１回限りの財源をマニフェスト

施策のための恒久財源としてカウントしており、もともと５兆円の穴

があるのです。この欠陥は、安住財務大臣も答弁で認めました。 

また、【図６－１】で「７割達成」としていたマニフェストの財源確保

も、実際には２３年度予算では２６％しか財源は確保できていません。 

 

 



6 

 

（図７） 日本の名目ＧＤＰの推移

450

460

470

480

490

500

510

520

(単位:兆円) (季調値：年率換算)

サブプライム
問題発生

年平均508兆円

年平均475兆円

501.0兆円

474.6兆円

483.9兆円

467.9兆円

エコポイント・エコカー
補助金等で押し上げ

エコポイント対象期間終了

エコカー補助金対象期間終了

リーマン
ショック
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平成24年7月12日 予算委員会/茂木敏充（自民党）パネル7縮小
出典：内閣府「国民経済計算確報」より茂木敏充事務所分析

496.6兆円

513.4兆円

（図８） 税制抜本改革法案・附則１８条の修正

予算総額原 案（要約） 予算総額三党合意修正案（要約）

平成24年7月12日 予算委員会｜茂木敏充（自民党）パネル8縮小
出典：税制抜本改革法案、同修正案より茂木敏充事務所分析

１ 平成２３年度から平成３２年度の平均

で名目３パーセントかつ実質２パーセン

ト程度の経済成長に早期に近づけるため

の総合的な施策を講ずる。

２ 消費税率の引上げの施行前に、経済状

況の好転について、名目及び実質の経済

成長率、物価動向等、種々の経済指標を

確認し、経済状況等を総合的に勘案した

上で、その施行の停止を含め所要の措置

を講ずる。

１ （同左）

２ 成長戦略並びに事前防災及び減災等に資する

分野に資金を重点的に配分することなど、我

が国経済の成長等に向けた施策を検討する。

３ 消費税率の引上げの施行前に、経済状況の好

転について、名目及び実質の経済成長率、物

価動向等、種々の経済指標を確認し、前２項

の措置を踏まえつつ、経済状況等を総合的に

勘案した上で、その施行の停止を含め所要の

措置を講ずる。

３．景気対策・成長戦略について 

（１）ＧＤＰの落ち込みと消費税引上げの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図７】は、サブプライム問題の発生、リーマンショック前後、それ

ぞれ３年間の日本の名目ＧＤＰの推移です。自民党が導入したエコポ

イント・エコカー補助金による景気押し上げ効果があったものの政権

交代以降の名目ＧＤＰは年平均４７５兆円と、リーマンショック前の

５０８兆円より、まだ３０兆円も下回っています。 

さらに今後、消費税引上げに伴って政府の試算でも毎年１～２兆円の

需要不足が生まれます。（図８に続く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 そこで、自民党の提案によって今回の三党協議で【図８】のように「税

制改正附則１８条（景気条項）」に「成長戦略や事前防災、減災等に資

する分野に資金を重点的に配分するなど我が国経済の成長に向けた施

策を検討する」という条項を盛り込むことになりました。 
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（図９） 日本の国力、国際競争力、技術力の低下

平成24年7月12日 予算委員会/茂木敏充（自民党）パネル9縮小
出典： IMF “World Economic Outlook”、

IMD “World Competitiveness Yearbook”、
WIPO “The Global Innovation Index”より茂木敏充事務所分析
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（２）日本の国際競争力、技術力低下への対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図９】は、国際競争力や技術力に関する３つの指標で日本の順位を

みたものです。日本の一人当たりＧＤＰは２０００年の３位から２０

１１年には世界１８位に、国際競争力指数は９０年の１位から今年は

２７位に低下してしまいました。「ジャパン・アズ・Ｎｏ．１」などと

言われた時代はどこへ行ってしまったのかという思いがあります。 

さらに、図の一番下の技術革新力指数はこの１年でもまた５位もラン

クが落ちて２５位になっています。早急な対応が必要です。 
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（図１０） 日本の再出発に向けた制度改革
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改 革 推 進 法
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4月27日決定、公表

サンフランシスコ
講和条約60周年

衆議院で可決

（6月26日）

衆議院に提出

（6月4日）

法案策定中

改革案 進捗状況

平成24年7月12日 予算委員会/茂木敏充（自民党）パネル10縮小
出典：自民党「日本の再起のための政策」より茂木敏充事務所分析

法案の主な内容

- 国旗は日章旗、国歌は君が代とする
- 自衛権の保有、国防軍の保持を明記
- 緊急事態条項の新設
- 改正発議要件の緩和 など

- 「事前防災」の考え方を制度化、10年間の集中計画

- 大規模自然災害の被害を最小化するハードとソフト
を組み合わせた「強くてしなやかな国土づくり」

- 関連法案として、首都直下地震対策特別措置法、
南海トラフ巨大地震対策特措置法

- 自衛権の行使は「必要最小限度」とする
- 国際情勢の変化に合わせ、集団的自衛権の一部を

「必要最小限度の自衛権」に含む
- 関連法案として、国際平和協力法案（一般法）など

- 自助・共助・公助の最適バランス
- 社会保障は社会保険制度を基本に
- 社会保障給付の公的負担の財源は消費税を中心に
- 社会保障制度改革国民会議の創設

- 今後5年間を集中改革期間として設定
- 国家経済モデルを貿易立国＋産業投資立国に
- 科学技術の真の司令塔組織の創設
- 法人税率等の制度の国際水準化と産業再編の推進

- 成長分野を特定し、政策（税、財政等）を集中投下す
るターゲティングポリシーの導入・特区制度の深堀り

 

（３）日本の再出発に向けた制度改革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図１０】は、自民党が提案する「日本の再出発に向けた制度改革」

です。経済の分野で我々が提案するのは図の１番下にある「日本経済

再生・競争力強化基本法」で、①今後５年間を日本経済の再生と競争

力回復の集中改革期間とする、②法人税率など制度の国際水準化や過

当競争となっている国内産業の再編を進める、③成長分野を特定し、

政策・資金を集中投入するターゲティングポリシーを導入するといっ

た基本方針・政策を盛り込んでいます。 

経済以外の分野についても、日本を取り巻く「危急存亡」の内外情勢

に対応するための抜本的な制度改革を提案しています。 

まずサンフランシスコ講和条約の締結60周年に合わせ、今年4月に「憲

法改正草案」を発表しました。また、安全保障の分野でも自衛権の行

使は「必要最小限度」とする解釈は維持しつつ、国際情勢の変化など

に合わせ集団的自衛権の一部もその「必要最小限度に含む」とした「国

家安全保障基本法」も法案化しています。 

そして、事前防災の考え方に立った「国土強靭化基本法」。さらに、自

助を基本に共助と公助を組み合わせた社会保障制度を目指す「社会保

障制度改革推進法」については三党合意で６月２６日に法案が衆議院

で可決されました。 

なお、この中の「国家安全保障基本法」の提案に対し、野田総理も現

時点では今の憲法解釈としつつ、「集団的自衛権の一部を必要最小限度

の自衛権に含むというのは一つの考え方だ」と答弁しています。 
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（図11） 国民が望む解散時期（世論調査結果）
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 【図１１】は一体改革法案の衆議院採決後に行われたマスコミ５社の

世論調査の結果です。解散・総選挙の時期について５社中４社の調査

で「できるだけ早く」という回答が最も多く、５社全てで「できるだ

け早く」「今年中に」を合わせれば、過半数を超える国民が早期の解散

を求めています。総理はこの国民の声を真摯に受け止めるべきではな

いでしょうか。 


